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　本稿では、1990 年代以降に米国が展開した主要な戦闘作戦の分析を通じ
て、宇宙の軍事利用に生じている潮流の変化を明らかにする。湾岸戦争から
イラク戦争の間に、宇宙システムの果たす役割は単に作戦を支援するものか
ら、その不可分な構成要素へと変化した。こうした米国の戦闘作戦における
宇宙利用の活発化は、宇宙の軍事利用に新たな潮流をもたらし、他国も米国
に追随し始めている。より長期的には、米国や米国の潜在的な敵対者による
宇宙への依存深化が、宇宙利用をめぐる戦闘の活発化を促す要因となる可能
性がある。
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　　This paper explains the changing trend of the military use of space through 
the analysis of the U.S. combat operations since the 1990s. During the Gulf and 

the Iraq wars, the role of space systems in the U.S. combat operations has evolved 

from just an enhancer to an integral part of them. This growing use of space in the 

U.S. combat operations has created a new trend in the military use of space and 

other countries have started to follow the U.S. practice. In the longer term, such 

increasing dependence on space by the U.S. and its potential adversaries could 

encourage more active competitions for space control. 
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はじめに
　1990 年代以降、戦闘作戦における宇宙利用が活発化している [1]。宇宙の軍

事利用そのものは冷戦期から行われていたものの、あくまで戦略レベルでの

利用が中心であった [2]。当時、様々な軍事衛星が米ソを中心に運用されてい

たが、その主な役割は核戦力の指揮・統制・通信・情報に関する機能や軍備

管理条約の検証技術手段を提供することにあった [3]。だが、1990 年代以降、

宇宙の軍事利用は大きく変容し、作戦レベルでの宇宙利用が活発化してい

る [4]。その契機となったのが 1991 年の湾岸戦争であり、同戦争において米国

はかつてない規模で宇宙システムを活用し、戦闘作戦における宇宙利用の有

用性を内外に示した。

　本稿では、1990 年代以降に米国が展開した主要な戦闘作戦の分析を通じて、

宇宙の軍事利用に生じている潮流の変化を明らかにする。冷戦後、作戦レベ

ルでの宇宙利用が活発化していること自体は先行研究でも指摘されている [5]。

他方で、各戦闘作戦における宇宙利用の実態を分析し、その間に生じた変化

を考察した研究は皆無に等しい。米軍の宇宙利用は湾岸戦争で一変したわけ

ではない。その後も戦闘作戦における宇宙利用を積み重ねることで、宇宙は

米軍の作戦上、不可分な構成要素へと変化した。こうした湾岸戦争後の推移

に着目しなければ、宇宙の軍事利用をめぐる潮流の変化を包括的に理解する

ことは難しい。また、湾岸戦争から四半世紀が経過した現在、宇宙の軍事利

用は再び大きな潮目を迎えつつある。後述のとおり、米国の戦闘作戦におけ

る宇宙利用の活発化は宇宙利用をめぐる戦闘の活発化を促す要因となり得る

ことから、その実態に関する精緻な分析が必要とされている。

　第 1 節では、作戦レベルにおける宇宙利用が活発化する契機となった湾

岸戦争における米国の宇宙利用を分析する。第 2 節では、1990 年代末から

2000 年代前半にかけて米国が従事した主要な戦闘作戦（ユーゴスラビア空爆、

アフガニスタン戦争、イラク戦争）における宇宙利用を分析した上で [6]、湾岸

戦争からイラク戦争の間に生じた変化を考察する。第 3 節では、米国の戦闘

作戦における宇宙利用の活発化が宇宙の軍事利用の潮流においてどのような

意義を有しているのかを議論する。

　なお、各戦闘作戦の分析にあたっては、米国の宇宙作戦 (space operations)
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における任務分野のうち、①「宇宙を利用した戦力強化」（space force 

enhancement）と②「宇宙支援」（space support）、③「宇宙コントロール」（space 

control）をめぐる変化に着目する [7]。①は宇宙システムを用いた地球上での戦

闘支援作戦であり、②は衛星の打上げ・運用といった宇宙利用に関する戦務

支援であり、③は宇宙における行動の自由を確保し、命令があれば敵対者の

そうした自由を拒否する作戦である [8]。これらはレーガン政権以降、各政権の

「国家宇宙政策」において規定されてきた [9]。本稿で取り上げる各戦闘作戦で

の宇宙利用も同枠組みの中で実施されたものである [10]。このような点に着目

することで、各任務分野内でどのような変化が生じたのか、また任務分野間

の相対的な重要性にどのような変化が生じたのかといった点を明らかにする。

１　湾岸戦争における宇宙利用
　1991 年の湾岸戦争は作戦レベルにおける宇宙利用が活発化する契機となっ

た戦争である。戦闘作戦に宇宙を組み込む取り組み自体は米国において 1970

年代から徐々に進められていたが、戦略レベルでの宇宙利用に比して優先度

が低く、その有用性に関する認識も米国防関係者の間で十分には共有されて

いなかった [11]。米国が冷戦期に従事したベトナムやグレナダなどでの戦闘作

戦では、通信衛星や気象衛星など一部の衛星が利用されたのみである [12]。

　こうした冷戦期の状況とは対照的に、湾岸戦争で米国が展開した「砂漠の

嵐作戦」では、60 機以上の多様な衛星が利用され、作戦レベルにおける宇宙

利用の有用性が世界的に認知される契機となった [13]。同作戦の実施にあたっ

ては「宇宙を利用した戦力強化」を構成する情報・監視・偵察（ISR）、ミサ

イル警戒、環境モニタリング（気象観測等）、衛星通信、測位・航法・時刻同

期（PNT）の全領域で宇宙システムが活用された。

　ISR に関しては、それまでソ連の核戦力等の情報収集に利用されていた画

像偵察衛星が、攻撃戦果の評価やスカッドミサイル発射機の位置特定に利用

された [14]。加えて、民生用の地球観測衛星も同作戦で用いられた [15]。民生用

の地球観測衛星は当時の偵察衛星には搭載されていなかった、広域のマルチ

スペクトラル画像を撮影可能なセンサーを搭載していた [16]。そのため作戦地

域の地図更新や、水陸両用作戦・空挺作戦の立案、イラク軍の動向把握、攻
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撃作戦の準備・予行などで重要な役割を果たした [17]。

　ミサイル警戒については、大陸間弾道ミサイルの発射探知のために開発さ

れた防衛支援計画（DSP）衛星が、戦術弾道ミサイルであるスカッドの発射

探知に用いられた [18]。より短時間で着弾するスカッドに対応するため [19]、米

宇宙軍（当時）は警戒情報の伝達手順を修正した [20]。作戦期間中、DSP 衛星

はスカッドの発射を 87 回探知し、その警戒情報は軍事用通信衛星を介して戦

域に伝達され、軍関係者・民間人の退避やスカッド発射機への攻撃、パトリ

オットによる迎撃に活用された [21]。

　環境モニタリングについては、軍事用の気象衛星に加えて民生用や外国の

気象衛星が、航空・地上作戦の立案に必要となる気象情報を供給した。前線

の司令部や部隊には、こうした情報を受信するターミナルの配備が進められ

た [22]。砂漠の嵐作戦で使用された精密誘導弾の大半はレーザー・電子光学誘

導のものであり、その命中精度は気象条件に大きく左右された。そのため攻

撃機の兵装を決定するにあたっては目標付近の天候確認が重要であった。米

軍は気象衛星からの情報で悪天候が予想される際はレーザー・電子光学誘

導弾を搭載しないことで、攻撃機が任務をあきらめて帰投する事態を減らし

た [23]。

　衛星通信については、戦域における通信の約 80% を担ったと見積もられて

いる [24]。特に米本土等との長距離通信については、90% 以上が衛星を介して

行われた [25]。また軍事衛星だけでは通信需要を満たすことができなかったた

め、商用衛星も用いられた。作戦で利用された衛星通信の 15% が商用衛星を

介したものであった [26]。

　PNT に関しては全地球測位システム（GPS）の受信機が同作戦で多用され、

個々の兵士にとって最も身近な宇宙システムとなった [27]。作戦地域は目標物

に乏しい砂漠地帯であり、こうした地域における航空機・地上部隊の移動、

地雷の除去、火砲の運用などに GPS は活用された [28]。また砂漠の嵐作戦で

は少数ながら GPS 誘導弾が投入されている [29]。GPS の需要増大に対応する

ために、米軍は軍用コードを利用する専用の受信機に加えて、民生用コード

を利用する商用受信機を大量調達した [30]。このため民生用コードの精度を意

図的に低下させる措置を一時的に解除している [31]。
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　上記のとおり、砂漠の嵐作戦における「宇宙を利用した戦力強化」は極め

て包括的なものであった。こうした取り組みを支えるために、衛星の打上げ

や運用、再構成といった「宇宙支援」が展開された。米国は、イラクによる

クウェート侵攻から開戦にいたる約 5 カ月間に 6 機の軍事衛星を打上げてい

る [32]。これらは事前に計画されていたものであったが、一部の衛星について

は作戦支援に適した軌道に配置するために必要な打上げ計画の修正や、軌道

上でのチェックアウトの加速が行われた [33]。米軍はまた、軌道上にあった予

備衛星の再配置を行い、作戦地域で使用可能な衛星数を増加させている [34]。

　加えて米国は、イラクによる宇宙利用を拒否するために攻勢的な「宇宙コ

ントロール」を限定的ながら実施している。イラクは衛星保有国ではなかっ

たが、イラン・イラク戦争の末期にフランスから衛星画像を購入していた [35]。

イラクが湾岸地域の衛星画像を入手した場合、米地上部隊の移動を察知され

る恐れがあった。このため米国は欧州諸国やロシアに対してイラクに衛星画

像の提供を行わないように要請した [36]。同様の目的で米国は、自国の報道

機関がランドサットの撮影した作戦地域の画像を入手することを阻止してい

る [37]。また多国籍軍はイラク軍の指揮・統制を妨害するためにイラクとクウ

ェートに所在する通信衛星の地上施設を空爆した [38]。他方、米国が自軍の宇

宙利用を維持するために防勢的な「宇宙コントロール」を行う必要は生じな

かった。米国はイラクによる衛星通信への電波妨害を懸念していたものの、

実際にそうした事態が生起することはなかった [39]。

　これまで見てきたとおり、湾岸戦争において米国はかつてない規模で宇

宙システムを活用した。当時、米空軍参謀総長であったメリル・マクピー

ク（Merrill McPeak）は、同戦争を「最初の宇宙戦争」と呼んでいる [40]。

冷戦期における主な宇宙利用者は核使用の有無を決断する国家最高指揮権

限保有者や核運用部隊、情報機関であったが、砂漠の嵐作戦では利用者が

前線の指揮官や個々の兵士にまで拡大した。こうしたことから同作戦を契

機として、宇宙システムの有する作戦上の価値が米国防関係者の間で広く

共有され始めた。

　もっとも、湾岸戦争で活用された宇宙システムは、もともと戦略レベル

での利用を想定して 1970 年代から 80 年代にかけて整備されたものであっ
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た [41]。米国が比較的円滑にこれらの宇宙システムを活用できた背景には、「砂

漠の盾作戦」という半年弱の準備期間があった。米宇宙軍（当時）と中央軍

の間にミサイル警戒情報の伝達経路を確立するには数カ月が必要であった [42]。

様々な衛星の受信ターミナルの調達と前線への配備、習熟訓練もこの期間に

行われた [43]。作戦時に米空軍宇宙コマンド副司令官であったトマス・モーマ

ン（Thomas Moorman, Jr.）大将は「イラクがクウェートに侵攻した時、宇宙

システムを活用する作戦計画は十分には開発されていなかった。多国籍軍の

作戦開始までに 5 カ月間の余裕があったのは、全く幸運と言わねばならない」

と述べている [44]。

　とはいえ、開戦までの 5 カ月間で米国が万全の態勢を整えられたわけでは

なく、砂漠の嵐作戦を通じて多くの課題が露呈した。湾岸戦争は「最初の宇

宙戦争」と呼ばれる一方で、宇宙システムの有する潜在能力を十分には活用

できなかったとの評価が米軍内に存在する [45]。戦後、米国は湾岸戦争の教訓

に基づき、作戦に宇宙を組み込む取り組みを本格化させた。1990 年代末か

ら 2000 年代前半にかけて米国が従事した 3 つの主要な戦闘作戦は、そうし

た取り組みの成果を反映する形で展開されることになる。

２　ユーゴスラビア空爆、アフガニスタン戦争、イラク戦争に
おける宇宙利用

2.1　ユーゴスラビア空爆における宇宙利用

　1999 年のユーゴスラビア空爆は、宇宙の作戦利用に関する湾岸戦争後の変

化が明確に示される形で展開した。米欧州軍と北大西洋条約機構（NATO）

による「同盟の力作戦」を支援するために 50 機以上の衛星が利用されたとみ

られている [46]。その用途も広範であり「宇宙を利用した戦力強化」を構成す

る ISR や環境モニタリング、衛星通信、PNT といった領域で宇宙が活用さ

れた。

　湾岸戦争に比して、とりわけ顕著な変化が見られたのは衛星通信と PNT

に関してであった。ユーゴスラビア空爆では衛星通信の重要性が増大し、湾

岸戦争に比して約 5 倍の帯域が使用されたといわれる [47]。衛星通信を介して

飛行中の攻撃機に目標変更を伝達することで、柔軟なターゲティングが可能
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になった [48]。同作戦で初めて本格投入された無人航空機（UAV）であるプレ

デターの遠隔操縦や同機により収集した情報の伝達にも衛星通信が不可欠で

あった [49]。

　PNT については、副次的被害を最小化するために GPS 誘導弾が活用され

た [50]。使用された誘導弾の 90% 超は依然としてレーザー・電子光学式のもの

であったが [51]、GPS 誘導弾は天候による制約を受けないという特徴があり、

米軍は GPS 誘導弾を利用することで悪天候下でも精密攻撃を継続すること

が可能であった。

　とりわけ湾岸戦争の教訓をもとに開発された統合直接攻撃弾（JDAM）は、

他の GPS 誘導弾に比して安価な一方で高い命中精度を有していることから同

作戦以降、頻繁に用いられるようになった [52]。湾岸戦争では悪天候時に誘導

弾の利用が制限されたため、米軍はいかなる天候下でも使用可能な誘導弾の

研究開発を 1992 年に始め、1997 年に JDAM を配備した [53]。JDAM は同盟の

力作戦で初めて実戦使用され、同じく同作戦で初投入された B-2 ステルス爆

撃機によって運用された。JDAM の有する全天候下の精密打撃力と B-2 爆撃

機の有する防空網突破能力の組み合せは、空戦に革命をもたらしたとの評価

が米軍内に存在する [54]。

　「宇宙を利用した戦力強化」の土台である「宇宙支援」については、米国お

よび NATO の通信需要に応えるために、軍事用通信衛星の使用優先順位の見

直しや商用通信衛星の借上げが実施された [55]。同盟の力作戦では商用通信衛

星への依存が顕著となり、作戦で使用された衛星通信の 80% は商用衛星を介

して行われたと見積もられている [56]。

　一方、自軍の宇宙利用を維持するために防勢的な「宇宙コントロール」を

実施する必要は生じなかった。米国防省の報告書によれば、同作戦中、宇宙

利用への妨害は記録されていない [57]。

2.2　アフガニスタン戦争における宇宙利用

　アフガニスタン戦争で米国が展開した「不朽の自由作戦」は、ユーゴスラ

ビア空爆からわずか 2 年後の作戦であったにもかかわらず、宇宙利用のあ

り方に一層の変化がみられた。ランド研究所の報告書によると、同作戦では
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100 機近い衛星が「宇宙を利用した戦力強化」を構成する ISR や環境モニタ

リング、衛星通信、PNT といった領域で活用された [58]。

　同盟の力作戦では衛星通信の需要増加が顕著であったが、不朽の自由作戦

における需要はそれを上回るものとなった。湾岸戦争時、約 50 万人の部隊に

100 Mbps であったものが、不朽の自由作戦では約 5 万人の部隊に 700 Mbps

まで需要が増加した [59]。最大の要因は UAV の利用が同盟の力作戦にも増し

て活発化したことにある。同作戦で初めて実戦投入されたグローバルホーク

の運用に必要な帯域は、砂漠の嵐作戦における米軍全体の通信量の 5 倍に相

当するものであった [60]。こうしたことから不朽の自由作戦は増大する衛星通

信の需要に供給が追いつかず、通信や UAV による ISR に制約が生じた初の

実際的な事例となった [61]。

　さらに、同盟の力作戦において注目された GPS 誘導弾は、不朽の自由作戦

で最も多用された誘導弾となった。レーザー・電子光学誘導弾の使用率が投

下された弾薬全体の 27% であったのに対して、JDAM をはじめとする GPS

誘導弾の使用は全体の 32% を占めた [62]。

　「宇宙支援」に関しては、不朽の自由作戦の開始 2 日前に、国家偵察局が 3

機目の KH-11 画像偵察衛星を打上げている。これは事前に計画されていたも

のであったが、同作戦のために打上げが早められた可能性がある [63]。また本

作戦でも米中央軍が使用可能な帯域を増やすために、軍事用通信衛星の再配

置や、商用通信衛星の借り上げ、周波数帯の振替が行われた [64]。商用通信衛

星は同作戦でも多用され、使用された衛星通信の 60% は商用衛星を介したも

のであったと考えられている [65]。

　「宇宙コントロール」は不朽の自由作戦においても限定的なものにとどまっ

た。米国は作戦地域の画像を可能な限り購入し、敵対者による利用を妨げる

措置を講じた [66]。一方、敵対者による宇宙利用の妨害には直面しなかったと

みられる。

2.3　イラク戦争における宇宙利用

　2003 年のイラク戦争で米国が展開した「イラクの自由作戦」は、戦闘作戦

に宇宙を組み込む取り組みの一つの到達点を示すと同時にその脆弱性が顕在
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化した作戦であった。同作戦において米国は 50 機以上の衛星を使用して「宇

宙を利用した戦力強化」を実施している [67]。宇宙からの ISR が同作戦では常

続的に行われた [68]。偵察衛星の画像は戦場監視機（E-8 JSTARS）の収集し

た情報と組み合わされた上で活用された [69]。DSP 衛星はイラクによるミサイ

ル発射を 26 回探知した [70]。

　衛星通信の需要は不朽の自由作戦を上回り、砂漠の嵐作戦の 40 倍に相当

する 4 Gbps の帯域が使用されたと見積もられている [71]。軍事用通信衛星を

介した航空任務命令書の送付が普及し [72]、砂漠の嵐作戦では目標の識別から

攻撃まで平均で 1 日かかっていたのが、不朽の自由作戦では約 45 分になり、

イラクの自由作戦では約 11 分まで短縮した [73]。また同作戦では大容量通信

を必要とするプレデターが初めて 4 機同時に飛行している [74]。こうした需要

を満たすために同作戦では商用通信衛星が一層活発に利用された。そのため

衛星通信における商用衛星への依存度は 80% に達した [75]。

　GPS 誘導弾は同作戦でも多用された。投下された弾薬の 68％が誘導弾で

あり、そのうち GPS 誘導弾は 4 割近くを占めた [76]。地上部隊における GPS

の利用も拡大した。同作戦では 10 万個以上の携帯用小型受信機が地上部隊

に供給され、砂漠の嵐作戦当時、陸軍 1 個中隊（180 名）につき 1 つの割合で

あったのが、1 個分隊（9 名）につき 1 つの割合まで普及した [77]。

　「宇宙支援」に関しては、戦域における GPS 精度を向上させる措置（GETS）

が米空軍宇宙コマンドによって実施された。以前の戦闘作戦では、しばしば

GPS 精度の低下が生じ GPS 誘導弾の使用を一時的に中止していたが、同作

戦では常に良好な精度が維持された [78]。

　このようにイラクの自由作戦は、砂漠の嵐作戦を契機として本格化した戦

闘作戦に宇宙を組み込む取り組みの一つの集大成といえるものであった。作

戦時、上級宇宙将校として連合航空構成部隊司令官を補佐したラリー・ジェ

ームズ（Larry James）准将は「多くの人間は砂漠の嵐作戦が最初の『宇宙戦争』

であったと言うが、私はイラクの自由作戦において初めて宇宙戦力の本当の

力が示されたと考えている」と述べている [79]。作戦時に宇宙担当の米空軍副

次官であったロバート・ディクマン（Robert Dickman）退役少将も宇宙システ

ムの役割は「戦力強化」（force enhancement）の域を超えて「戦力を可能とす
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るもの」（force enablers）へと変化し、宇宙システムがなければイラクにおけ

る戦いは不可能であったとの認識を示している [80]。

　他方で、宇宙への依存深化に伴う脆弱性も同作戦で明らかになった。同作

戦中、イラクが GPS シグナルに対する電波妨害を試みた [81]。イラクによる妨

害は作戦にほとんど影響を与えず、一部の妨害装置については GPS 誘導弾

によって破壊された [82]。だが、当時、米空軍宇宙コマンド司令官であったラ

ンス・ロード（Lance Lord）大将は、妨害装置の破壊には時間を要し、より

多くの将兵を危険にさらすことになったと回顧している [83]。作戦中に GPS 利

用の妨害を受けたのは米国にとって初めてのことであり、かつ敵対者の対宇

宙兵器（counterspace weapons）を制圧する作戦を実施したのも米国にとって

初めてのことであった [84]。

2.4　各任務分野における1990年代以降の変化

　これまで見てきたとおり湾岸戦争以降、米国は一貫して戦闘作戦における

宇宙利用を進めてきた。このうち米国の宇宙作戦における任務分野で最も大

きな変化が生じたのは「宇宙を利用した戦力強化」であった。宇宙を利用し

た ISR については UAV といった他の ISR プラットフォームとの連携が進ん

だ。ミサイル警戒や環境モニタリングについては戦域で衛星からのデータを

直接受信するシステムの整備が進んだ。衛星通信についてはプレデターやグ

ローバルホークといった UAV の運用本格化を受けて衛星通信の需要が大幅

に拡大した。またそうした需要の増大に対応するために商用衛星の帯域に大

きく依存することも常態化した。PNT については GPS 誘導弾がレーザー・

電子光学式のものと並ぶ主要な誘導弾となり、地上部隊における GPS 端末

の利用も一般化した。このような取り組みの積み重ねにより、米国の戦闘作

戦は宇宙システムなしには成立し得ない状態へと変化している。2010 年の議

会証言でロバート・バトラー（Robert Butler）米国防次官補代理（当時）は、

戦闘において宇宙システムは「あればよい程度のもの」（nice to have）から「な

くてはならないもの」（must-have）へと進化してきたと述べている [85]。

　「宇宙支援」については、戦域での GPS 精度を向上させる GETS を実施す

るなど衛星の運用面での進展があった。他方で、衛星の打上げや宇宙戦力の
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再構成といった側面においては、あまり変化が生じていない。衛星を作戦上

の要請に応じて迅速に打上げる能力の必要性は湾岸戦争時から認識されてい

たが [86]、そうした能力は確立されていない。作戦で利用された衛星も湾岸戦

争からイラク戦争までほとんど変化していない [87]。「宇宙を利用した戦力強化」

をめぐる変化は、衛星自体の変化というよりは地球上における衛星の使い方

の変化によって主に生じたものであった。

　一方、「宇宙コントロール」については特筆すべき変化がみられた。確かに、

湾岸戦争以降に米国が対峙した敵対者は宇宙を戦闘作戦に利用する能力も他

者の宇宙利用を妨害する能力も限られていた。そのため米国が敵対者による

宇宙利用を拒否したり、敵対者による妨害から自軍の宇宙システムを守る必

要性は切迫したものとはならなかった。だが、前述のとおり、イラクは GPS

利用を妨害するための装置を配備し、これに対して米国は空爆等によって対

抗した。米国は戦闘作戦において初めて宇宙利用の妨害に直面し、敵対者の

対宇宙兵器を制圧する作戦を初めて展開したのであった。

　このことは宇宙の軍事的価値をめぐる米国内の議論の中でもコントロール

学派の考え、すなわち宇宙利用を行う前提として宇宙コントロールが必要で

あるとの主張が現実のものとなり始めたことを意味する [88]。その一方で、冷

戦期に支配的な影響力を有していた聖域学派の考え、すなわち宇宙空間の軍

事的価値は他の主権国家を監視・偵察することにあり宇宙空間は戦争のない

聖域にとどめておくべきという主張は相対化されてきている [89]。今後はコン

トロール学派の考えをより強く反映する形で、宇宙の軍事利用が米国におい

て進んでいくと考えられる。

３　宇宙の軍事利用の潮流における意義
　米国の戦闘作戦における宇宙利用の活発化が宇宙の軍事利用をめぐる潮

流において有する意義は、一つには宇宙の軍事利用の形態を戦略レベルから

作戦レベルにまで拡大したことにある。米国が 4 つの主要な戦闘作戦を通じ

て作戦レベルにおける宇宙利用の有用性を示したことで、宇宙の軍事利用に

新たな潮流が生まれた。他国も米国に追随する形で、作戦への宇宙の組み込

みを進めている。フランス軍統合参謀本部副作戦部長のベルナール・ロジェ
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（Bernard Rogel）海軍中将は、作戦の立案・実施において、宇宙アセットは

不可欠なものになっていると述べている [90]。実際、フランス軍はリビア（2011

年）やマリ（2013 年）での戦闘を重ねる中で、宇宙の作戦利用を活発化させ

ている [91]。

　だが、米国の戦闘作戦における宇宙利用の活発化が有する意義はこれだけ

ではない。長期的な観点で考えた場合、こうした米国の取り組みは、宇宙利

用をめぐる戦闘の活発化を促す要因となり得るものである [92]。米国の潜在的

な敵対者から見た場合、米国が戦闘作戦において宇宙への依存を深めている

ことは、攻撃対象としての宇宙システムの価値が上昇していることを意味す

る。こうした点は米国の軍関係者の間でも早くから認識されていた。前記の

聖域学派の考えでは、宇宙から地球上での作戦を直接支援することは、敵対

者が対宇宙兵器を使用する誘因になりかねないため控えるべきものとされて

いた [93]。また米空軍が 1990 年代末に作成した報告書の中でも、米国が軍民

両面で宇宙への依存を深めていることは、宇宙システムが経済的・軍事的な

重心となっていることを意味しており、敵対者が利用し得る脆弱性になって

いるとの認識が示されていた [94]。2003 年のイラクによる GPS 妨害はまさに

米国自身の懸念が顕在化した出来事であった。その後も米国は作戦レベルに

おける宇宙の組み込みを継続している一方で、対宇宙兵器とその関連技術の

拡散は世界的に進行していることから [95]、今後米国が類似の事態に直面する

可能性は高い。

　加えて、米国に追随する形で活発化している米国以外の国家による宇宙の

作戦利用も宇宙利用をめぐる戦闘の活発化を促す要因となり得る。現在、衛

星を保有・運用している国家・政府コンソーシアムの数は約 74 に達してお

り [96]、潜在的に宇宙を軍事利用可能な国家は増え続けている。この点につい

てダグラス・ロベロ（Douglas Loverro）米国防次官補代理（宇宙政策担当）は、

米国の競争相手も米国や同盟国と同じようなやり方で宇宙を作戦に組み込み

始めており、将来の戦闘では宇宙システムを活用する強力な敵対者と対峙す

る可能性があると議会で証言している [97]。米国は湾岸戦争においてイラク軍

の指揮・統制を混乱させるために通信衛星の地上施設への攻撃を実施したが、

そうした事例は例外的なものではなくなるだろう。



特集　新しい安全保障論の展開

70

　このため今後の戦争における米国の宇宙作戦は従来とは異なる形で展開さ

れると見込まれる。ウィリアム・シェルトン（William Shelton）米空軍宇宙コ

マンド司令官（当時）は 2013 年に発表した論文の中で、今世紀、米国と同等

かそれに近い能力を保有し、宇宙優勢（space superiority）という観点におい

て米国に挑戦する国家の数は増加するとの認識を示した [98]。これまで米国の

宇宙作戦は「宇宙を利用した戦力強化」を中心に行われてきた。だが、敵対

者が対宇宙システムを保有している場合には、「宇宙を利用した戦力強化」を

行う前提として防勢的な「宇宙コントロール」を実施する必要が生じる。また、

敵対者が宇宙システムに依存しながら作戦を展開している場合には、そうし

た脆弱性を利用するために、攻勢的な「宇宙コントロール」を実施すること

が検討されるだろう。

　実際、米国はこれらの任務を念頭に置いた取り組みを進めている。2014 年

発表の米国防省による「4 年毎の国防計画見直し」は、宇宙利用に関するレ

ジリエンスを強化すると同時に、敵対者の宇宙戦力に対抗する取り組みを加

速させるとしている [99]。レジリエンスの向上については米空軍が分散型宇宙

アーキテクチャを構築する構想を進めている [100]。これは小型で簡素な衛星を

多数打上げたり、ペイロードのみ他の衛星に相乗りさせたり、陸海空のプラ

ットフォームを活用したりすることで、個々の衛星の利用が妨げられた際の

影響を低減させることを目指すものである。敵対者の宇宙戦力への対抗につ

いても米空軍は、衛星通信を妨害する兵器である対通信システムの能力向上

と調達を進めている [101]。

　こうしたことから今後、宇宙利用という観点において米国に近い能力を

有する国家と米国の間で戦闘が生起した場合、宇宙の軍事利用をめぐる潮

流には再び変化が到来する可能性が高い。戦略レベルか作戦レベルかとい

う焦点の違いはあったものの、これまで行われてきた宇宙の軍事利用は地

球上の軍事活動を支援するためのものであったが、今後は、宇宙利用をめ

ぐる戦闘が活発化していく可能性がある。いかにして自国の宇宙利用を維

持し、また、いかにして敵対者の宇宙利用を妨げるかということが新たな

焦点となり得る [102]。
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おわりに
　本稿では、1990 年代以降に米国が展開した主要な戦闘作戦の分析を通じて、

宇宙の軍事利用に生じている潮流の変化を明らかにした。宇宙の軍事利用は

冷戦期から活発に行われていたものの、その焦点はあくまで戦略レベルにあ

った。だが、湾岸戦争を契機として米国では作戦への宇宙の組み込みが本格

化した。1990 年代末から 2000 年代前半にかけて米国が従事した 3 つの主要

な戦闘作戦は、こうした組み込みの成果を反映する形で展開した。米国の戦

闘作戦において宇宙システムの果たす役割は単に作戦を支援するものから、

その不可分な構成要素へと深化している。同時に、米国はイラクによる GPS

妨害に直面するなど、宇宙システムへの依存に伴う脆弱性も顕在化してきた。

　こうした米国の戦闘作戦における宇宙利用の活発化は、宇宙の軍事利用の

潮流において新たな流れを形成し、他国も米国に追随する形で作戦レベルに

おける宇宙利用を活発化させ始めている。加えて、長期的な観点で見た場合、

米国や米国の潜在的な敵対者による宇宙への依存深化は、宇宙利用をめぐる

戦闘の活発化を促す要因となる可能性がある。今後、米国が従事する主要な

戦闘作戦においては、宇宙コントロールが焦点となり得る。その場合、宇宙

の軍事利用の潮流は再び大きな変化を迎えることになる。
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